
加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢期移行助成事業 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 昭和46年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
福祉医療費助成事業実施要綱（兵庫県）　加古川市医療の助成に関する条例

現 状 と 課 題

県制度に基づき実施している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

６５歳から６９歳までで、身体的理由等により日常生活に支障がある特別な配
慮が必要な者のうち、市町村民税非課税世帯でかつ本人の年金収入に合計所得
を加えた額が８０万円以下である者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高齢期移行者の保険診療にかかる医療費の自己負担額と一部負担金の差額を助
成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢期移行者の経済的負担の軽減を図る。

32,22929,982

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 16,912

地 方 債

一 般 財 源 13,070

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

当該事業は、６５歳から６９歳までで特別な配慮が必要な者の医療費助成事業
であり、対象者の経済的負担の軽減に寄与している。今後も継続的な事業の実
施が必要と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 29,982

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０５３高齢期移行助成事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢期移行助成事業 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

円

件

対 象 指 標 名

高齢期移行助成事業の
受給者数

631

成 果 指 標
分 析 結 果

医療費助成額 円 26,779,776

医療費助成件数 件 15,210

活 動 指 標
分 析 結 果

受給者１人あたりの助
成額

目 標 値

49,881

目標年度

平成32
年度

42,440

受給者１人あたりの助
成件数

23.1平成32
年度

24.1

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 無年金外国籍高齢者等福祉給付
金支給事業

部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成10年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
兵庫県無年金外国籍高齢者障害者等福祉給付金支給事業実施要綱、加古川市外
国籍高齢者等福祉給付金支給要綱

現 状 と 課 題

国による救済措置を要望しているが、実施の見込はない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国籍要件があったため老齢福祉年金など受給資格を得ることができなかった外
国籍の高齢者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民年金の制度上、国籍要件があったため老齢福祉年金などの受給資格を得る
ことができなかった外国籍の高齢者に対し、福祉給付金を支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の生活の安定を図る。

400400400

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 200

地 方 債

一 般 財 源 200

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

無年金外国籍高齢者等の生活の安定と福祉の向上に寄与している。今後も継続
的な事業の実施が必要と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 400

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０４５無年金外国籍高齢者等福祉給付
金支給事業

目 ０１社会福祉総務費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 無年金外国籍高齢者等福祉給付
金支給事業

部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

人

対 象 指 標 名

市内在住外国人 2,4882,5992,709

成 果 指 標
分 析 結 果

対象者の高齢化により受給者数が減少している。

外国籍高齢者等福祉給
付金受給者数

人 111

外国籍高齢者等福祉給
付金支給額

円 399,696399,288399,288

活 動 指 標
分 析 結 果

対象者の高齢化により受給者数が減少し、それに伴い給付金支給額
が減少している。

外国籍高齢者等福祉給
付金受給者数

目 標 値

1

目標年度

平成32
年度

111

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業に要する
一般的経費

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市緊急通報システム事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、一人暮らし高齢者等は増加している。近
年、民間事業者の参入が増えており、緊急通報だけではなく位置情報を通知す
ることもできる様々な商品が出されている。また、相談件数は僅かではある
が、日中独居の高齢者について利用相談がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

６５歳以上の一人暮らし高齢者等。要介護３以上の方がいる６５歳以上の高齢
者世帯

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

緊急通報システムの家庭用端末機を貸与する

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

急病や事故などの際に通報機により消防へ連絡し、近隣協力者の協力を得て、
迅速かつ適切に援助を受けられるようにする

8,1527,6287,180

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 7,151

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

一人暮らし高齢者等の安全確保や不安解消につながるよう、現在の高齢者や家
族等のニーズを参考にしながら、事業内容を改善していく必要がある。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,180

そ の 他 特 財 29

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２５緊急通報システム事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業に要する
一般的経費

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者総合福祉対策事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市老人ホーム入所判定委員会規則、道路運送法、東播磨地区福祉有償運
送運営協議会設置要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加に伴い、一人暮らしの高齢者や、親族と疎遠または親族がい
ない高齢者が増加しており、高齢者福祉対策について充実させる必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高齢者等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

養護老人ホーム等への入所判定を行う委員会の運営経費、３市２町で実施して
いる東播磨地区福祉有償運送運営協議会に対する負担金などを支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適切かつ効率的に高齢者福祉施策を展開する。

324706338

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 338

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者人口が増加し、高齢者を支援する方策も多種多様化する中、今後も継続
して事業を実施していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 338

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３０高齢者総合福祉対策事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者総合福祉対策事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護予防事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法

現 状 と 課 題

高齢化が急速に進展しており、要支援・要介護認定者数も年々増加傾向にあ
る。中でも、要支援認定者の増加が大きい。健康寿命の延伸を目指し、地域の
身近な場所において住民自らが介護予防に取り組めるよう支援していく必要が
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険第１号被保険者（６５歳以上の市民）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１）地域包括支援センターとの連携を深め、閉じこもり等何らかの支援を要す
る人を把握する。　２）地域で住民が主体となって継続的に介護予防に取り組
んでいけるよう支援するとともに、サポーターを養成する。　３）６５歳以上
の者を対象に、地域の高齢者サロンにおいて介護予防に関する健康教育、健康
相談を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護を必要とする状態となることを予防する。

11,88511,88515,217

国 庫 支 出 金 3,448

県 支 出 金 1,902

地 方 債

一 般 財 源 3,500

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

介護保険法第１１５条の４４に基づく義務的事業であり、６５歳以上の高齢者
に対し介護予防事業を実施する必要がある。介護保険法改正に伴い、地域包括
支援センターと連携を深め、何らかの支援を必要とする人を把握するととも
に、地域で住民が主体となって継続的に介護予防に取り組める団体を増やして
いく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 15,217

そ の 他 特 財 6,367

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５介護予防事業

目 ０１一般介護予防事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　

項 ０１一般介護予防事業費　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護予防事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

団体
（会
場）

人

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

68,53870,11571,398

成 果 指 標
分 析 結 果

介護予防に資する住民主体の通いの場は、週１回以上の開催を基本とし、開催箇所数は人口
１万人に概ね１０箇所を目標とするべきである。通いの場は毎年徐々に増加し、平成３０年
度は１２９団体３，５１９人が参加したが、目標の１／２程度のため、更なる推進を図りた
い。

介護予防事業リーダー
養成講座修了者数

人 8694

介護予防事業体験版実
施回数

回 4044

介護予防事業活動支援
回数

回 318323

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２７年度の介護保険法改正に対応し、住民主体の通いの場づく
りとして「いきいき百歳体操」を推奨している。リーダー養成講座
は延べ３７９人が終了し、体験版は年間４０件前後の申込みがあ
る。これに加え、立上時の集中支援等により、地域での通いの場が
増えている。

住民主体で介護予防事
業に取組む団体数（会
場数）

目 標 値

260

目標年度

平成32
年度

88123

住民主体で取組む介護
予防の参加者数

7,100平成32
年度

2,4923,519

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護用品支給事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護用品支給事業実施要綱

現 状 と 課 題

施設整備の進展に伴い、施設入所する要介護４、５の高齢者は増加傾向にある
ため、利用者数は減少傾向にある。しかしながら個々の事情により入所してい
ない要介護者のニーズはあり、当該事業を知らない介護者もいると思われるた
め、制度啓発を図ることで利用増を見込む。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民税非課税世帯で、在宅で生活している要介護４又は５の認定を受けた高齢
者等を同一世帯で介護している家族等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

月額８，０００円までの介護用品を現物支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護者の経済的負担を軽減し、もって要介護高齢者の在宅生活の継続を図る。

3,1623,5103,405

国 庫 支 出 金 1,312

県 支 出 金 655

地 方 債

一 般 財 源 783

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

介護保険の施設サービスを利用せず、要介護度の重い人を介護する家族への支
援をし、高齢者が住み慣れた地域での在宅生活を継続できるようにすることは
重要であり、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,405

そ の 他 特 財 655

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２５介護用品支給事業

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護用品支給事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者住宅等安心確保事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市高齢者住宅等安心確保事業実施要綱

現 状 と 課 題

同じ県営住宅には日常生活に不安を抱えた高齢者もおり、要支援者等に対する
事業との公平感の確保が求められる。また、機器の老朽化等ハード面の課題も
ある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

県営住宅内のシルバーハウジング仕様（高齢者世話付住宅）に居住する高齢者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

集会所等に設置する相談室に生活援助員を派遣し、日常の見守りや生活相談等
を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の在宅生活の安全・安心を確保する。

7,7127,7127,712

国 庫 支 出 金 2,822

県 支 出 金 1,411

地 方 債

一 般 財 源 1,640

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者向けの公営住宅に生活援助員を派遣することで、日常の見守りや生活相
談、緊急時の対応が可能であり、高齢者の安全安心を確保している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,712

そ の 他 特 財 1,839

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０４０高齢者住宅等安心確保事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者住宅等安心確保事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱

現 状 と 課 題

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けたいとするニーズは高い。一方で、医療と介護は、他職種間の相互理解
や情報共有が十分にできていないなど、必ずしも円滑に連携がなされていない
課題がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者並びに医療機関及び介護サービス
事業者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

在宅医療・介護連携支援センターを設置し、在宅医療・介護連携の体制構築や
相談支援、医療・介護関係者の情報共有支援や研修、地域住民への啓発等を行
うとともに、在宅医療・介護連携推進会議を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、
包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供する。

5611,210

国 庫 支 出 金 4,316

県 支 出 金 2,158

地 方 債

一 般 財 源 2,158

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けたいとするニーズは高い。平成３０年度に設置された在宅医療・介護連
携支援センターにより、在宅医療と介護の連携を進めていく必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,210

そ の 他 特 財 2,578

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０５５在宅医療・介護連携推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

70,11571,398

成 果 指 標
分 析 結 果

在宅医療・介護連携支援センターが平成３０年度に設置された。今後、相談支援件数等の活
動実績の向上を図る。

在宅医療・介護連携支
援センター設置数

件 01

在宅医療・介護連携推
進会議開催数

件 22

活 動 指 標
分 析 結 果

在宅医療・介護連携支援センターが平成３０年度に設置された。在
宅医療・介護連携の体制構築や相談支援、医療・介護関係者の情報
共有支援や研修、地域住民への啓発等を行うとともに、在宅医療・
介護連携推進会議を開催する。

在宅医療・介護連携に
関する相談支援件数

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

059

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 成年後見制度利用支援事業（介
護保険事業会計）

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
老人福祉法、加古川市成年後見制度利用支援事業実施要綱

現 状 と 課 題

本事業開始以降、制度の利用は進んでいないが、認知症等で判断能力が不十分
な高齢者の権利と財産を守る上で不可欠の事業である。平成２９年３月２４日
に閣議決定された、成年後見制度利用促進基本計画のもと、事業内容のＰＲを
含め、制度の啓発を行い広く周知を図る必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

認知症、知的障害、精神障害などによって物事を判断する能力が不十分な高齢
者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

成年後見審判等の申立てについて、申立人となる親族がいない場合や経済的理
由により申立てができない高齢者に、市長が申立人となり手続き費用や後見人
の報酬を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

判断能力が不十分な高齢者の権利と財産を守るため、成年後見制度を利用でき
るよう支援する。

1576331,671

国 庫 支 出 金 637

県 支 出 金 319

地 方 債

一 般 財 源 380

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

平成２９年３月２４日に閣議決定された、成年後見制度利用促進基本計画のも
と、制度の啓発・利用促進を進める必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,671

そ の 他 特 財 335

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５成年後見制度利用支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 成年後見制度利用支援事業（介
護保険事業会計）

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

対 象 指 標 名

地域包括支援センター
での成年後見相談件数

408594445

成 果 指 標
分 析 結 果

平成１８年度から３０年度までの累計市長申立て数（高齢者）は３３件となった。

市長申立て数（高齢
者）

件 478

活 動 指 標
分 析 結 果

平成３０年度の市長申立て数（高齢者）は８件となった。

累計市長申立て数（高
齢者）

目 標 値目標年度

182533

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援サービス体制整備事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱、加古川市生活支援体制整備事業実施要綱
等

現 状 と 課 題

地域の支え合いの仕組みを構築し、生活支援体制を充実・強化していくことが
望まれており、生活支援コーディネーターの配置やささえあい協議会の設置を
推進していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

主に６５歳以上の高齢者とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域の資源開発、ネットワーク構築等を行う生活支援コーディネーターを地域
包括支援センターの担当エリアごとに配置しするとともに、地域の多様な関係
主体間の情報共有及び連携・協働を推進する協議体「ささえあい協議会」を中
学校区域ごとに設置する。また、日常生活支援サポーターを要請する研修を行
う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

生活支援コーディネーター及びささえあい協議会により、地域の支え合いの仕
組みづくりを推進し、生活支援体制の充実・強化を図る。

8,01516,070

国 庫 支 出 金 6,187

県 支 出 金 3,093

地 方 債

一 般 財 源 3,697

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

地域のニーズを把握し、支え合いの仕組みづくりを行うため、速やかに生活支
援コーディネーターを配置し、ささえあい協議会を設置する必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 16,070

そ の 他 特 財 3,093

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０５０生活支援サービス体制整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援サービス体制整備事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

70,11571,398

成 果 指 標
分 析 結 果

ささえあい協議会における取り組みや課題を、市全体の協議体で集約し、施策として展開し
ていくため、協議会の定期的な開催が必要である。

生活支援コーディネー
ターの配置人数

人 24

ささえあい協議会の設
置件数

件 24

活 動 指 標
分 析 結 果

ささえあい協議会は、平成３４年度を目標に全中学校区域（１２箇
所）に設置を行う。

ささえあい協議会開催
件数

目 標 値

36

目標年度

平成34
年度

815

日常生活支援サポー
ター養成研修受講者数

60平成32
年度

4922

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合相談・権利擁護事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

現 状 と 課 題

養護者による高齢者虐待や要介護施設従事者等による高齢者虐待の通報件数が
増加していることは、単に虐待事案が増加しているだけではなく、高齢者虐待
が社会に認知されてきていると考えられる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

６５歳以上の高齢者とその親族等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市及び各地域包括支援センターの主任ケアマネジャー、保健師、社会福祉士な
どが、権利擁護事業に関する成年後見人制度及び高齢者虐待防止の相談業務お
よび啓発業務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の権利を守り、住み慣れた地域で安心して生活できる状態にする。

82328

国 庫 支 出 金 14

県 支 出 金 4

地 方 債

一 般 財 源 6

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者の権利・生命・財産を守るため、成年後見等の相談や高齢者虐待防止の
啓発を行っているため、一般的な認知度は高まってきたが十分とは言えないた
め、今後も継続した啓発が必要となっている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 28

そ の 他 特 財 4

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１０総合相談・権利擁護事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合相談・権利擁護事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域包括支援センター運営管理
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する
基準を定める条例等

現 状 と 課 題

平成２１年度に地域包括支援センターを市内６箇所に配置。それに伴い、地域
支援センターは廃止した。地域の関係者への周知も進み、市民にとってより身
近な存在となったため、相談件数も年々増加している。平成２７年度から各セ
ンターの高齢者人口に応じて職員の人員増を行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

主に６５歳以上の高齢者とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

平成２１年度より、地域包括支援センターを市内６箇所に設置し、その運営を
社会福祉法人及び医療法人に委託している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を継続することができ
る状態にする。

172,035176,337176,322

国 庫 支 出 金 67,884

県 支 出 金 33,942

地 方 債

一 般 財 源 33,942

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護予防・日常生活支援総合事業の充
実、在宅医療・介護の連携、認知症の総合支援及び生活支援の体制整備などに
取り組んでいるが、地域包括ケアシステムの構築において重要な役割を担う地
域包括支援センターの業務はさらに増加する。そのため、センターのさらなる
充実が必要となっている。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 176,322

そ の 他 特 財 40,554

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５地域包括支援センター運営管理
事業　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域包括支援センター運営管理
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

件

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

68,43970,11571,398

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者人口の増加、地域包括支援センターの認知度の向上により、年々相談件数が増加して
おり、現状のままでは対応しきれなくなるのではないかと懸念される。

市内地域包括支援セン
ター配置の３職種（保
健師、社会福祉士、主
任介護支援専門員）の
合計人数

人 323233

地域包括支援センター
における相談件数

件 24,02028,20333,485

活 動 指 標
分 析 結 果

地域包括支援センターを６箇所に設置し、各地域包括支援センター
の保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員の３職種が連携して
地域の高齢者の諸問題に対応できている。

高齢者１００人あたり
の相談件数

目 標 値目標年度

354047

市内地域包括支援セン
ター配置の３職種１人
あたりの相談件数

7518811,015

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人措置事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
老人福祉法、老人福祉法による措置費の徴収に関する規則

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化の進展に伴い、低所得で一人暮らしの高齢者や親
族と疎遠または親族がいない高齢者が増加しており、入所措置対象者は増加傾
向にある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

環境上の理由及び経済的理由により、居宅において養護を受けることが困難な
状態の、おおむね６５歳以上の高齢者で、養護老人ホーム等に入所措置してい
る人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

在宅において生活することが困難な高齢者を、養護老人ホ－ムに入所措置し、
措置に係る事務費や生活費などを入所委託している施設に支払う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者等に対して、その心身の健康の保持及び生活の安定を図る。

104,23397,434105,825

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 90,340

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者等に対して、その心身の健康の保持及び生活の安定を図ることを目的と
して、生きがいを持てる健全で安らかな生活を保障するという老人福祉法の基
本的理念を具現化するものであり、今後も継続して事業を実施する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 105,825

そ の 他 特 財 15,485

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５老人措置事業

目 ０２老人福祉措置費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人措置事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム運営管理事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市緊急通報システム事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、一人暮らし高齢者等は増加している。近
年、民間事業者の参入が増えており、緊急通報だけではなく位置情報を通知す
ることもできる様々な商品が出されている。また、相談件数は僅かではある
が、日中独居の高齢者について利用相談がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

６５歳以上の一人暮らし高齢者等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

緊急通報システム利用者の家庭用端末機からの緊急通報を加古川市消防本部に
設置するセンターで受信し、必要に応じて救急等の出向要請をする。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

急病や事故などの際に通報機により消防へ連絡し、近隣協力者の協力を得るな
どして、迅速かつ適切に援助を受けられるようにする。

1,0431,0421,041

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

一人暮らし高齢者等の安全確保や不安解消につながるよう、現在の高齢者や家
族等のニーズを参考にしながら、事業内容を改善していく必要がある。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,041

そ の 他 特 財 1,041

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ００５緊急通報システム運営管理事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 １４緊急通報システム事業特別会計　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム運営管理事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

台

対 象 指 標 名

一人暮らし高齢者 6,9677,2557,676

成 果 指 標
分 析 結 果

市内の設置台数は年々減少傾向にある。民間事業者の参入により選択肢が増えたこともあ
り、今後は大きな利用増は見込めない。

緊急通報回数（誤報等
を除く）

回 907180

救急等出向要請回数 回 676551

活 動 指 標
分 析 結 果

年度によりばらつきはあるものの、平成３０年度中で多い月では、
市内利用者からの通報回数は１６回、出向要請回数は７回であっ
た。

緊急通報システム家庭
用機器設置台数

目 標 値

580

目標年度

平成32
年度

543490457

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業特別会計
繰出事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市緊急通報システム事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、一人暮らし高齢者等は増加している。近
年、民間事業者の参入が増えており、緊急通報だけではなく位置情報を通知す
ることもできる様々な商品が出されている。また、相談件数は僅かではある
が、日中独居の高齢者について利用相談がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

２市２町（加古川市、高砂市、稲美町及び播磨町）で実施する緊急通報システ
ム事業におけるセンター運営費

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

緊急通報システム事業のセンター運営費における加古川市負担分（人口等で負
担割合を決定）を繰出金として緊急通報システム事業特別会計に支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

緊急通報システムのセンター運営を健全にする。

10,80511,09711,250

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 11,250

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

一人暮らし高齢者等の安全確保や不安解消につなげることを目的に、２市２町
で実施する緊急通報システム事業のセンター運営費に、人口規模に応じた負担
金を支出することは、センター運営上不可欠であるが、特定財源の確保や受益
者負担についても検討する必要がある。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,250

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０２５緊急通報システム事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業特別会計
繰出事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

千円

対 象 指 標 名

緊急通報システム事業
特別会計歳出

18,04918,17918,483

成 果 指 標
分 析 結 果

当初予算ベースで各市町の負担金を決定しており、決算では歳出に執行残額が生じている。

緊急通報システム事業
特別会計繰出金

千円 10,80511,09711,250

活 動 指 標
分 析 結 果

負担割合は次のとおり。加古川市：１１，２５０千円、高砂市：
４，１４２千円、稲美町：１，７２４千円、播磨町：１，８３２千
円

緊急通報システム事業
特別会計決算剰余金

目 標 値

3,000

目標年度

平成32
年度

2,2752,7623,227

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

千円

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 敬老祝品・表敬訪問事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市敬老記念品贈呈要綱

現 状 と 課 題

対象の人からお礼の電話や手紙をいただくことが多く、品物についても喜んで
いただいている。また、高齢者を敬愛し、長寿を祝うことは大切なことであ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内在住で、年度内に９０歳・１００歳になる人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

敬老記念品を贈呈する。また、男女最高齢２名及び１００歳になる高齢者には
自宅等に表敬訪問し、表敬状も贈呈する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝う。

9,7459,05110,250

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,250

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うことは、高齢者
の生きがいづくりにとって大切なことであり、今後も継続して事業を実施す
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,250

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５生きがい対策事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 敬老祝品・表敬訪問事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

対 象 指 標 名

９０歳・１００歳にな
る人

759754872

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者人口の増加に伴い、対象者数は増加している。また、対象者全員に贈呈できている。

敬老祝品購入額 千円 9,5098,84110,026

活 動 指 標
分 析 結 果

対象人数は増加している。毎年入札による減額幅が大きいため、年
度末に減額補正している。

敬老祝品を贈呈した人

目 標 値

770

目標年度

平成32
年度

759754872

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者入浴助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成6年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市高齢者入浴助成事業実施要綱

現 状 と 課 題

公衆浴場は加古川町に１軒のみとなった。本事業開始後、介護保険制度の創設
によって、要介護状態の方については通所サービスによる入浴、訪問サービス
による身体介護や訪問入浴サービスを受けることが可能となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

自宅に入浴設備がない、あるいは一人暮らしで自宅で入浴することに不安のあ
る市内に住所を有する満７０歳以上の高齢者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

普通公衆浴場の利用料金の一部（入浴１回につき１００円とし、対象者１人に
つき、月１５回分とし、１年度１８０回分を限度として）を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

公衆浴場の利用料金の一部を助成することによって、高齢者の健康の保持増
進、一人暮らし高齢者の安全の確保を図る。

1,06888486

国 庫 支 出 金 0

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 86

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

７０歳以上の高齢者人口に対する申請者数の割合は非常に低い。また、申請者
の約５０％が助成券の利用率３０％未満であることからもニーズは低く、利用
状況等を調査した結果、事業を廃止した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 ■廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 86

そ の 他 特 財

平成29年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０４０在宅福祉事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者入浴助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

件

対 象 指 標 名

７０歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

46,34548,98151,356

成 果 指 標
分 析 結 果

申請者数は年々減少しており、７０歳以上の高齢者数に対し利用率が低い。１人あたり年間
１８０枚の利用券を交付しており、利用率は交付枚数の５０％以下である。

高齢者入浴助成額 千円 1,00686786

活 動 指 標
分 析 結 果

近年、申請者数の減少に伴い、助成額は減少傾向にある。

高齢者入浴助成申請者
数

目 標 値目標年度

1391420

高齢者入浴助成利用件
数

10,0688,6650

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援ハウス運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市生活支援ハウス運営事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、利用対象者は増加していると思われる。
社会的に高齢者虐待が認知されてきたこともあり、緊急避難先としての一時的
な利用も増加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

独立して生活することに不安があり、親族からの援助を受けることが困難であ
り、介護認定において非該当または要支援認定を受けていて、市内に住所を有
する６５歳以上の一人暮らし高齢者または高齢者夫婦世帯

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高齢者に対し、介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に提供するた
め、社会福祉法人に委託し、１０床を設置。公営住宅や養護老人ホームの入居
待ちの一時的な待機や、虐待を受けた高齢者の緊急避難のための利用も可能と
している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者が安心して健康で明るい生活を送れるようにする。

6,4966,4966,496

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,222

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

利用者数は増加しており、虐待事案等での緊急避難場所としても活用している
ため、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,496

そ の 他 特 財 274

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０４０在宅福祉事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援ハウス運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

対 象 指 標 名

一人暮らし高齢者 6,9677,2557,676

成 果 指 標
分 析 結 果

生活支援ハウスは１０床で運営しており、やむを得ない事情で在宅生活が継続できず、次の
居住先が決まるまでの一時的な滞在地としての利用の他、虐待による緊急避難先として使用
する施設として成果を上げている。

生活支援ハウス運営事
業委託料

千円 6,4966,4966,496

活 動 指 標
分 析 結 果

実施内容や利用人数に基づき、委託料を検討する。

生活支援ハウス入所者
数（年平均）

目 標 値

6

目標年度

平成32
年度

376

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域ケア会議運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱、加古川市地域ケア会議設置運営要綱等

現 状 と 課 題

地域包括ケアシステムを構築していくため、地域における個別ケースを検討し
て地域課題を抽出し、地域づくりや地域資源の開発等の施策形成につなげる
「地域ケア会議」の重要性が高まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高齢者並びに地域の関係団体及び住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域ケア個別会議や地域ネットワーク会議において抽出された地域課題を、地
域包括ケア推進会議で検討する。また、自立支援マネジメント会議において自
立支援を重視したケアプランやその支援方法を検討する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域課題の解決に必要な資源開発、地域づくり等の施策の形成につなげるとと
もに、高齢者が自立した生活を送ることができる地域の実現を目指す。

382462

国 庫 支 出 金 178

県 支 出 金 89

地 方 債

一 般 財 源 89

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

地域ケア個別会議、地域ネットワーク会議、自立支援マネジメント会議等は機
能しており、これらで把握した課題を的確に抽出し、地域包括ケア推進会議に
つなげていくことが重要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 462

そ の 他 特 財 106

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０６０地域ケア会議運営事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域ケア会議運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

件

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

70,11571,398

成 果 指 標
分 析 結 果

地域ケア個別会議等における個別ケースの検討を通して各地域包括支援センターが地域課題
を的確に抽出できるようにする必要がある。

地域包括ケア推進会議
開催件数

件 12

自立支援マネジメント
会議開催件数

件 1818

活 動 指 標
分 析 結 果

地域ケア個別会議等で抽出された地域課題を、地域包括ケア推進会
議で検討し、課題の解決へ向けた施策の形成につなげるため、定期
的に開催する必要がある。

地域課題の検討件数

目 標 値

6

目標年度

平成32
年度

24

自立支援ケアマネジメ
ントによる事例検討件
数

36平成32
年度

3636

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域敬老事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川市地域敬老事業補助金交付要綱

現 状 と 課 題

記念品の配布のみの町内会が約半数を占めているが、地域での高齢者の見守り
活動として意義があると考えている。他にも多種多様な敬老会が開催され、地
域の絆づくりに貢献している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

敬老事業を実施する市内の町内会・自治会

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

当該年度の９月１日から１月３１日までの間に町内会等が開催する敬老事業に
対して、補助事業に要する経費に相当する額以内かつ団体内の７０歳以上人口
に応じた金額を限度として、補助金を交付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域において多年にわたり社会につくしてきた高齢者を敬愛し長寿を祝うとと
もに、高齢者の福祉の増進や地域住民の敬老意識の高揚を図る。

19,18920,38921,323

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 21,323

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

身近な地域で長寿を祝うことや世代間交流、高齢者の外出機会として地区で工
夫して行われており、高齢者福祉の増進に寄与している。ただし、手続きの煩
雑さ等の課題もあり、他の補助金との統合を検討する必要がある。

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 21,323

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５生きがい対策事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域敬老事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

対 象 指 標 名

町内会数 322321321

７０歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

人 46,34548,98151,356

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者の増加に伴い、参加者数も年々増加している。全町内会に占める敬老事業実施町内会
は８割を超え、７０歳以上の全高齢者にしめる参加者数の割合は、９割超であり、多くの高
齢者に参加していただいている。

地域敬老事業補助金額 千円 19,04220,27421,323

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢者の増加により、補助金額は年々増加傾向である。補助基準額
について、高齢者の人口を基に算定しているため、一定期間ごとに
見直しをしなければ増加の一途を辿ってしまう。

実施町内会数

目 標 値

300

目標年度

平成32
年度

260266267

敬老事業参加者数 48,000平成32
年度

44,35747,65948,389

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認知症施策総合推進事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成24年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地域支援事業実施要綱（国）

現 状 と 課 題

高齢社会の進展に伴い、認知症の人の増加が見込まれる中、医療・介護・地域
の関係団体間のネットワークを構築し、認知症の人とその家族に効果的に支援
を行っていくことの必要性が高まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

認知症の人とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

認知症の疑いのある方を早期に発見し、医療機関への受診を勧奨し、重度化す
ることを防止する。また、認知症の人や家族を行政・医療・介護等の関係機
関、地域住民等が連携し、支援する体制を構築する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で安心して生活できる状態にする。

3,1134,2794,247

国 庫 支 出 金 1,635

県 支 出 金 818

地 方 債

一 般 財 源 818

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

高齢者人口の増加により認知症患者の増加が見込まれており、医療・介護・行
政が連携した切れ目のないサービスの実施、地域の見守り、早期発見・早期診
療などさらなる事業の充実が必要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,247

そ の 他 特 財 976

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０４５認知症施策総合推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認知症施策総合推進事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

人

対 象 指 標 名

認知症の人（推定：自
立度Ⅱ以上）

4,4144,4634,435

成 果 指 標
分 析 結 果

相談件数は平成２８年度から各地域包括支援センターで受けた件数も加算している。高齢化
に伴い、認知症患者の増加が見込まれるため、予防の観点からも早期発見・受診の必要性が
高まっている。また、地域の見守り体制を構築するために、市民・企業等の認知症への理
解、支援が不可欠である。

相談会開催回数 回 111

認知症サポーター養成
講座受講者数

人 2,5432,6842,852

認知症早期発見チェッ
ク受診者数

人 6898481,014

活 動 指 標
分 析 結 果

認知症患者の増加、認知症への関心の高まりなどにより、相談会へ
の参加者、認知症チェック受診希望者やサポーター養成講座の開催
希望が増えている。

相談件数

目 標 値

2,500

目標年度

平成32
年度

2,2823,2354,021

認知症サポーター数
（累計）

30,000平成32
年度

20,96323,64726,499

認知症チェック後医療
機関受診者数

50平成32
年度

22917

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 福祉バス運行事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市福祉バス事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者団体や障がい者団体等が外出する手段として定着しており、多くの団体
に利用されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高齢者団体、障がい者団体等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高齢者団体や障がい者団体等が外出する際に福祉バスを無償で運行している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者団体や障がい者団体等の生きがい推進及び健全な育成発展を図るととも
に、高齢者の外出機会の増加を図る。

6,7016,7916,676

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,676

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

当初は高齢者団体の活動推進や生きがいづくり、外出機会の創設などに活用す
ることを目的としていたが、高齢者人口の増加に伴い、利用する年齢層も幅広
くなり利用団体も多種多様化している。元気な高齢者の生きがい推進目的の利
用が大半となり、健康増進のための外出支援や引きこもりがちな高齢者の外出
機会の創設を生む趣旨は薄れつつあるが、社会参加支援は重要であり、高齢者
福祉の増進に寄与している。今後も継続して事業を実施する。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,676

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５生きがい対策事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 福祉バス運行事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

人

対 象 指 標 名

高齢者人口 68,58370,11571,398

障がい者手帳所持者数 人 12,72412,95013,267

成 果 指 標
分 析 結 果

１回あたり平均２０人以上が参加しており、多くの人の外出支援となっている。

福祉バス運行回数（高
齢者団体）

回 245253232

福祉バス運行回数（障
がい者団体）

回 262836

福祉バス運行回数（そ
の他団体）

回 373313

活 動 指 標
分 析 結 果

年間の運行回数は平成２７年度以降大幅に増加し、３００回を超え
ている。平成３０年度は天候にも左右されキャンセルが多く少し減
少したが、対象団体に十分活用されている。

福祉バス高齢者参加者
数

目 標 値

5,200

目標年度

平成32
年度

5,2565,4924,326

福祉バス障がい者参加
者数

700平成32
年度

517543640

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 訪問理美容利用助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市訪問理美容サービス事業実施要綱

現 状 と 課 題

介護保険制度による施設サービスや通所サービスは充実されているが、個々の
事情により在宅を継続しているねたきり高齢者も多く、在宅のねたきり高齢者
への支援は引き続き必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に住所を有する在宅でねたきり状態または寝たきり状態に準ずる状態にあ
る高齢者及び障がい者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

兵庫県理容生活衛生同業組合加古川支部及び兵庫県美容業生活衛生同業組合加
古川支部に委託して、理美容師の居宅訪問による理美容サービスの提供を受け
る場合に、訪問するのに必要な費用（１回２，５００円の利用券を年間最大４
枚まで）を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

外出して散髪などのサービスを受けられない対象者の保健福祉の向上を図る。

259225260

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 260

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

一般の理美容サービスを利用することが困難な在宅のねたきり高齢者等にとっ
て、本事業は重要な役割を担っており、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 260

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０４０在宅福祉事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 訪問理美容利用助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

件

対 象 指 標 名

寝たきり高齢者 146141151

成 果 指 標
分 析 結 果

申請者数は平成１８年度をピークに、利用件数は平成１７年度をピークに、以降減少傾向に
あったが、ケアマネジャー研修会等でＰＲした結果、平成２３年度から申請者数・利用件数
ともに増加してきている。その後、ほぼ横ばい状態であったが平成２７年度は減少傾向に転
じたため、有効な制度利用のＰＲを進めていく必要がある。

訪問理美容サービス助
成金額

千円 225190228

活 動 指 標
分 析 結 果

助成金額は、平成２３年度から増加傾向に転じ、その後、ほぼ横ば
い状態であったが平成２７年度から申請件数は減少した。制度利用
のＰＲを進めていく必要がある。

訪問理美容サービス申
請者数

目 標 値

80

目標年度

平成32
年度

453446

訪問理美容サービス利
用件数

150平成32
年度

907691

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人クラブ補助事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川市老人クラブ等運営費補助金交付要綱他

現 状 と 課 題

高齢者人口は増加しているものの、老人クラブ数は減少している。ただし、市
老人クラブ連合会から脱退はしたが、継続して活動をしている団体もある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内各地域の単位老人クラブ及び加古川市老人クラブ連合会

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

老人クラブ等が行う要綱に定める補助事業に要する経費に対して、補助基本額
と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を補助する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の知識及び経験を生かし、生きがいと健康づくりのための多様な社会活
動が行われ、老後の生活を豊かなものにする。

14,81814,15713,711

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 7,298

地 方 債

一 般 財 源 6,413

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者人口の増加に対し、クラブ数・会員数が減少しているものの、地域にお
ける高齢者の生きがい活動の基盤として、老人クラブ活動を支援することは重
要であり、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 13,711

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０３５生きがい対策事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人クラブ補助事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

68,58370,11571,398

成 果 指 標
分 析 結 果

近年、高齢者人口は増加しているものの、単位老人クラブ数は減少傾向にあり、それに伴い
老人クラブ会員数も減少傾向にある。

老人クラブ等運営費補
助金額

千円 14,81814,15713,688

活 動 指 標
分 析 結 果

近年、単位老人クラブ数の減少により、補助金額は減少傾向にあ
る。

老人クラブ数

目 標 値

142

目標年度

平成32
年度

142135130

老人クラブ会員数 7,500平成32
年度

7,3816,9136,615

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改造助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人生いきいき住宅助成事業実施要綱（兵庫県）、加古川市住宅改造費助成事業
実施要綱

現 状 と 課 題

高齢化の進行に伴い、自宅のバリアフリー化にかかる必要性は高まっている。
また、平成３１年度から県要綱の改正に伴う制度変更により、特別型における
改造箇所ごとの限度額を撤廃したため、事業規模の拡大が見込まれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

要介護認定又は要支援認定を受けている人、身体障害者手帳等の交付を受けて
いる人及び６５歳以上の人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

対象者から申請があったものについて書類審査及び現地確認のうえ、対象経費
に応じた定額助成（一般型）や、対象経費に世帯の課税状況に応じた助成率を
かけた助成（特別型）を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者等が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送ることができる。

31,97333,31130,833

国 庫 支 出 金 1,436

県 支 出 金 15,401

地 方 債

一 般 財 源 13,996

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

バリアフリー住宅は増加傾向にあり、当事業はこれに寄与するものである。今
後迎える超高齢化社会において、高齢者・障がい者が住み慣れた住宅で安心し
て自立した生活を送るために住宅のバリアフリー化は必要不可欠で、引き続き
実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 30,833

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０１５住宅改造助成事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改造助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

％

対 象 指 標 名

要介護認定者数 12,09712,48013,091

成 果 指 標
分 析 結 果

当市の一定のバリアフリー化率は、平成２０年は３７．７％、平成２５年は４４．２％であ
り、当該助成制度を実施することで市内住宅の一定のバリアフリー化に寄与している。※住
宅・土地統計調査は５年に１度の調査

助成件数（特別型） 人 120116122

助成件数 人 525137

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢化の進行に伴い、毎年多くの住宅の改造に対して助成してい
る。

一定のバリアフリー化
率（住宅・土地統計調
査）

目 標 値

65

目標年度

平成32
年度

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護人材育成支援助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市介護人材育成支援事業補助金交付要綱

現 状 と 課 題

地域密着型サービスの基盤整備が進む中、介護人材不足が慢性的に続いてお
り、介護人材の量と質の問題が課題となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の地域密着型サービス事業所を運営する法人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

県の補助金を活用し、介護福祉士試験受験のために実務者研修を受講した従業
者の研修費用の一部（３／４以上）を負担した法人に対して補助金を支給す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護職の中核的な役割を担う「介護福祉士」を積極的に育成し、地域密着型
サービス事業所のサービス提供体制強化加算の取得事業所数を増加させる。

504588416

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 311

地 方 債

一 般 財 源 105

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

地域密着型サービスの基盤整備が進む中、介護人材の量と質の確保・育成を行
う必要性が今後益々高まってくる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 416

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０８５介護人材育成支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護人材育成支援助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

事業所

対 象 指 標 名

市内の地域密着型サー
ビス・地域密着型介護
予防サービス事業所数

949494

成 果 指 標
分 析 結 果

介護福祉士割合が最も高いサービス提供体制強化加算を取得する事業所数が８事業所であ
り、介護人材の質を向上させる余地はあると考えられる。

補助金交付法人数 法人 554

対象従業者が勤務する
事業所数

事業所 894

法人補助により実務者
研修を受講者した人数

人 9107

活 動 指 標
分 析 結 果

一部の法人が、複数の従業者に対し実務者研修の研修費用の一部補
助を実施したことがわかる。

介護福祉士割合が最も
高いサービス提供体制
強化加算を取得する事
業所数

目 標 値

14

目標年度

平成31
年度

768

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

事業所

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域介護人材創出事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

新しい総合事業が開始し、地域密着型サービスの基盤整備が進む中、介護人材
不足が慢性的に続いている。また、介護人材の量と質の問題が課題となってき
ている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に在住・在勤している人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

兵庫大学及び市が、受講者に対して講習・研修（実技・座学）を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

家庭（自宅）における身体介護についての技術等を修得する。

5113642

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 28

地 方 債

一 般 財 源 9

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者の増加により、地域住民等の介護力の向上を図る必要性が今後益々高
まってくる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 42

そ の 他 特 財 5

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成30年度（決算見込）

平成30年度（決算見込） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

細  目 ０８５介護人材育成支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成30年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域介護人材創出事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

人

対 象 指 標 名

受講者の人数 23239

成 果 指 標
分 析 結 果

受講者に対して講習・研修（実技・座学）を受講した累計人数は５５人（Ｈ２８：２３人、
Ｈ２９：２３人、Ｈ３０：９人）となっている。

講習・研修（実技・座
学）実施回数

回 121

活 動 指 標
分 析 結 果

兵庫大学及び市が、受講者に対して講習・研修（実技・座学）を実
施した回数は年１回（全２日間）であることがわかる。

受講者の累計人数

目 標 値

75

目標年度

平成31
年度

234655

平成28年度平成29年度平成30年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成28年度平成29年度平成30年度単 位
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